
（ ）

211

35.4％

40％ 40％ 40％ 40％

　 0091

年度28

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

自殺対策白書作成経費
X＝3.3百万円（自殺対策白書作成の決算額）
Y＝１回（作成回数）

単位当たり
コスト 百万円 4.3 3.8 3.3 3

計算式 X/Y 4.3/1 3.8/1 3.3/1 3/1

1 1 1

27年度活動見込

自殺総合対策調査研究等
活動実績 回数 1 1 1

当初見込み 回数 1 1 1 1

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

自殺対策強化月間広報啓発
活動実績 回数 1 1 1

当初見込み 回数 1

平成２７年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

211 205 185 152 0

136 135

執行率（％） 57% 66% 73%

平成１９年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

活動実績

活動指標

％

翌年度へ繰越し -

計

185

自殺対策主要政策・施策

1 1

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

自殺対策白書

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）
1 1 1

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
自殺対策基本法

関係する計画、
通知等

自殺総合対策大綱

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

120

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 205

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

自殺対策を総合的に推進して、自殺防止と自殺者の親族等に対する支援の充実を図り、国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社
会の実現に寄与すること

前年度から繰越し - -

事業番号

自殺対策推進経費 担当部局庁 政策統括官（共生社会政策担当） 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 自殺対策推進室 参事官　岡 朋史

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
６１自殺対策に関する広報啓発、調査研究等

　　（政策１３－施策⑯）

主要経費

27年度

-

-

自殺対策は自分自身に関
わる問題であると思う人の
割合

1

31.3％

27年度活動見込

88.5％85.5％

回数

成果実績

目標値

1

単位

78.3％

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

％

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

■自殺総合対策調査研究等　　・自殺総合対策会議の開催　 ・自殺対策白書の作成
■自殺総合対策人材育成　　 　・全国自殺対策主管課長等会議の開催　  ・自殺対策官民連携協働ブロック会議の開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・自殺対策連携コーディネート研修の開催
■自殺総合対策理解促進　　 　・啓発資料（ポスター、パンフレット）の作成　 ・自殺予防週間（9/10～16）・自殺対策強化月間（3月）の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　・自殺予防相談体制の整備　など

目標最終年度

- -

152

-

24年度 25年度

34.2％平成28年度までに「自殺対
策は自分自身に関わる問
題であると思う人の割合」を
４０％まで引き上げる。 達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

回数

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

チェック



1

職員旅費

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

自殺対策強化月間広報啓発経費
X=94百万円（自殺対策強化月間広報事業の決算額）
Y＝１回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 91 96 94 98

計算式 X/Y 91/1 96/1 94/1 98/1

1

委員等旅費

9.2/1 15.7/1

24年度

費　目

117

計 152 0

庁費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

諸謝金 33

単位当たり
コスト 120.2

単位

X/Y 12/1

27年度見込

9.2
自殺対策調査研究経費
X＝15.7百万円（自殺対策調査研究の決算額）
Y＝１回（実施回数）

26年度

計算式

15.7

0.2/1

百万円単位当たり
コスト

算出根拠 25年度



事業所管部局による点検・改善

　支出先の選定にあたっては、基本的には一般競争入札
又は見積り合わせを行うことにより競争性のある調達方式
としている。

-

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

・事業実施に当たり、その手法や効果を検討し、引き続き、事業の見直しや統廃合を進めるとともに予算の効果的・効率的執行に努める。

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

自殺対策に関する広報・啓発、調査研究等は、国を挙げて
自殺対策実施に資するものであり、政策目的の達成手段
として、必要かつ適切な事業である。

　支出先の選定にあたっては、基本的には一般競争入札
又は見積り合わせを行うことにより競争性のある調達方式
としている。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

・平成26年度調査研究については、調査結果を基礎資料として政策の企画立案に活用した。
・平成26年度理解促進については、関係省庁、地方公共団体、民間企業、ＮＰＯ団体等と連携して事業を行うなど、経費支出を抑えつつ、より
効果的な事業の展開を進めた。

点
検
・
改
善
結
果

行政事業レビュー推進チームの所見

点検結果

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

-

　自殺対策白書、各種会議、自殺対策予防週間・自殺対策
強化月間におけるポスター・車両広告・バナー広告につい
て、見込みに見合った実績になっている。

　調査研究における成果は、内閣府だけに留まらず、冊子
を都道府県等に送付し、自殺対策の企画・立案に活用され
ており、また、HPを通じて国民へ概要の情報提供も行って
いる。

　国、地方自治体、民間団体等の関係者が出席する会議
を開催する場合には、業務の一部を運営業者に委託し、業
務の効率化を図っている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

　自殺総合対策大綱（平成24年8月28日閣議決定）におい
て、国、地方自治体、民間団体等が役割を明確にし、それ
ぞれが連携して施策を実施することが明示されており、社
会のニーズを反映していると言える。

　自殺総合対策大綱（平成24年8月28日閣議決定）におい
て、国、地方自治体、民間団体等が役割を明確にし、それ
ぞれが連携して施策を実施することが明示されている。

○

○

‐

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
達成度は88.5％であり、概ね目標に見合った成果実績と
なっている。

　会議及び専門家ヒアリングにおいては、出席に伴う諸謝
金や旅費等の最低限必要な費目により実施した。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



０１２９平成22年度

平成25年度

０１２６

００９０

平成23年度 ０１３３

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成26年度 ００８６

平成24年度

○総務省「自殺予防対策に関する行政評価・監視」結果に基づく改善勧告（平成24年６月22日付　内閣府、文部科学省、厚生労働省）



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

A.（株）電通 E.東日本電信電話（株）NTTファイナンス

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【直接】

L．個人（有識者等・職員）

4百万円

【随意契約】

I．（株）マルト

2百万円

平成26年度「自殺対策人材養成」の

運営支援業務

【一般競争】

【一般競争】 【一般競争】

Ａ．（株）電通

2件　　　81百万円

Ｂ．（株）三菱総合研究所

11百万円

　Ｃ．（株）プロセスユニーク
　　　　　　　6百万円

Ｄ．協立広告（株）
5百万円

・平成26年度「自殺対策強化月間」
事業に係るインターネット広告の制

作・実施業務

・平成26年度「自殺予防週間」事業
に係るインターネット広告の制作・実

施業務

平成26年度　自殺報道の影響と諸
外国の取組に関する調査研究

平成26年度「自殺対策官民連携協
働ブロック会議」の運営支援業務

平成26年度「自殺対策強化月間」事
業に係る交通広告の実施業務

【随意契約】 【一般競争】 【一般競争】

J．不二オフセット（株）

２百万円

K．民間事業者（14者）

８百万円

Ｅ．東日本電信電話（株）ＮＴＴファイ

ナンス

4百万円

Ｆ．公益社団法人　商事法務研究
会

4百万円

G．勝美印刷（株）

3百万円

Ｈ．ＮＴＴコミュニケーションズ（株）
3百万円

「こころの健康相談統一ダイヤル」の
設置に伴うナビダイヤル・インテリ

ジェントサービス

自死遺族が直面するいわゆる心理
的瑕疵物件をめぐる空き室損害問題

に関する判例等調査業務

平成26年版 自殺対策白書の印刷・
製本等

「こころの健康相談統一ダイヤル」の
設置に伴うナビダイヤル・インテリ

ジェントサービス

【一般競争】 【一般競争】【随契（少額）】

内閣府政策統括官
（共生社会政策担当）

135百万円

自殺対策に関する広報・啓発、調査研究等

【一般競争】 【総合評価入札】

平成26年度「自殺対策強化月間」広

報ポスターの印刷業務

・平成26年度「自殺予防週間」広報

ポスターの印刷
・平成26年度「自殺対策強化月間」
広報ポスターのデザイン業務
・平成26年度「自殺予防週間」広報

用ポスターの梱包発送
・平成26年度「自殺対策強化月間」
広報ポスターのデザイン業務
・平成26年度「自殺対策強化月間」
広報ポスターの梱包発送

・地域における自殺対策取組事例集
の印刷製本
・支援情報検索サイトに係るウェブ
サーバの設置等業務　　　等

・職員の出張旅費（国内）

・自殺対策官民連携協働会議の開
催に係る謝金・旅費等
・自殺対策検証評価会議に係る謝
金・旅費等



計 5 計 3

広告料 交通広告 5

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

その他 消費税等 0 その他 消費税等 0

D.協立広告（株） H.ＮＴＴコミュニケーションズ（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

通信運搬費 ナビダイヤル利用料 3

計 5 計 3

その他 消費税等 0 その他 消費税等 0

C.（株）プロセスユニーク G.勝美印刷（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費 交通費、会場費、印刷費、役務等 5 印刷製本費 平成26年版自殺対策白書の印刷・製本等 3

計 11 計 4

役務費 人件費、諸謝金、印刷製本費、通信運搬費 10 役務費 人件費、諸謝金、印刷製本費、通信運搬費 4

計 81 計 4

その他 消費税等 1 その他 消費税等 0

B.（株）三菱総合研究所 F.公益社団法人　商事法務研究会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

広告料 スマートフォン広告料 28 その他 消費税等 0

その他 消費税等 6

金　額
(百万円）

ナビダイヤル利用料 4広告料 ＰＣ広告料

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

46 通信運搬費

広告製作料 バナー制作費 1

チェック



支出先上位１０者リスト
A.（株）電通

B　（株）三菱総合研究所

C　（株）プロセスユニーク

D　協立広告（株）

E　東日本電信電話（株）NTTファイナンス

F　公益社団法人　商事法務研究会

G　勝美印刷（株）

H　ＮＴＴコミュニケーションズ（株）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ＮＴＴコミュニケーションズ（株）
「こころの健康相談統一ダイヤル」の設置に伴うナビダイヤル・インテリジェン
トサービス

3 随意契約 -

1 勝美印刷（株） 平成26年版 自殺対策白書の印刷・製本等 3 4者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
公益社団法人　商事法務研究
会

自死遺族が直面するいわゆる心理的瑕疵物件をめぐる空き室損害問題に
関する判例等調査業務

4 1者 -

1
東日本電信電話（株）NTTファ
イナンス

「こころの健康相談統一ダイヤル」の設置に伴うナビダイヤル・インテリジェン
トサービス

4 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 協立広告（株） 平成26年度「自殺対策強化月間」事業に係る交通広告の実施業務 5 3者 -

1 （株）プロセスユニーク 平成26年度「自殺対策官民連携協働ブロック会議」の運営支援業務 6 5者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）三菱総合研究所 平成26年度　自殺報道の影響と諸外国の取組に関する調査研究 11 2者 -

2 （株）電通
平成26年度「自殺予防週間」事業に係るインターネット広告の制作・実施業
務

27 3者 -

1 （株）電通
平成26年度「自殺対策強化月間」事業に係るインターネット広告の制作・実
施業務

54 5者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック



別紙２

交通費、会場費、印刷費、役務等 2

その他 消費税等 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.（株）マルト M.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費

計 2 計 0

その他 消費税等 0

印刷製本費 ポスターの印刷 2

J.不二オフセット（株） N.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

その他 消費税等 0

通信運搬費
「自殺予防週間」広報用ポスターの梱包発
送　等

2

K.朝日梱包（株） O.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

旅費 出張旅費 0

L.職員a P.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0
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I　（株）マルト

J　不二オフセット（株）

K　民間事業者（14者）

L　個人（有識者等・職員）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）マルト 平成26年度「自殺対策人材養成」の運営支援業務 2 4者 -

1 不二オフセット（株） 平成26年度「自殺対策強化月間」広報ポスターの印刷業務 2 2者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 朝日梱包（株） 平成26年度「自殺対策強化月間」広報用ポスターの梱包発送　ほか 2 随契（少額） -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4 テガラ（株） デスクトップ型パソコンの購入 1 随契（少額） -

3 （株）ケー・デー・シー 支援情報検索サイトに係るウェブサーバーの設置等業務 1 随契（少額） -

2 シンソー印刷株式会社 平成26年度「自殺予防週間」広報ポスターの印刷 2 随契（少額） -

7 ニッセイエブロ（株） 平成26年度「自殺予防週間」広報ポスターのデザイン作成 0 随契（少額） -

6 （株）日経BPアド・パートナーズ 平成26年度「自殺対策強化月間」広報ポスターのデザイン作成 0 随契（少額） -

5 （株）丸井工文社 地域における自殺対策取組事例集（平成26年度版） 1 随契（少額） -

10 （株）東京メディア・サービス 平成26年度「自殺対策強化月間」広報ポスターの発送手数料　ほか 0 随契（少額） -

9 扶桑速記印刷（株） 速記料 0 2者 -

8
（株）プロスパー・コーポレー
ション

平成26年度共生社会政策に係る白書（全８種）の概要版英訳業務 0 4者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 職員b 地域自殺対策緊急強化事業等実施団体ヒアリング旅費　他 0 - -

2 有識者a 地域自殺対策緊急強化事業等実施団体ヒアリング旅費・謝金　他 0 - -

1 職員a 地域自殺対策緊急強化事業等実施団体ヒアリング旅費　他 0 - -

6 麹町税務署 所得税 0 - -

5 有識者b 地域自殺対策緊急強化事業等実施団体ヒアリング旅費・謝金　他 0 - -

4 職員c 自殺対策官民連携協働ブロック会議旅費　他 0 - -

9 有識者d 自殺対策検証評価会議旅費・謝金　他 0 - -

8 職員d
自殺対策に関する地域における連携の在り方についてのヒアリング旅費
他

0 - -

7 有識者c 地域自殺対策緊急強化事業等実施団体ヒアリング旅費・謝金　他 0 - -

10 職員e 自殺対策官民連携協働ブロック会議処理　他 0 - -
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